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Ｉ 序 文

企業は本来的に、 収益性を追求することを目的としている が、 近年環境危機 が叫ばれるよう

になると、 環境保全ないしは環境調和性を経営上考慮しなけれ ば、 存続 して行くことが危うく

な っ て き て い る。 い ま や 企 業 は、 環 境 問 題 を 避 け て 通 る こ と は で き な い の で あ る。 こ の よ う な

状況の 中で、 企業 が環境 に配 慮した経営を遂行 するための有効な手段として、 環境会計が登場

し
、
注 目 を 集 め て い る

Ｉ〕
。

環境会計 は、 」般 に
「環境 に関連する会 計情報の 提供 （記 録、 測定、 伝 達） ツール」 として

把握することができる。 環境会計の活用は、 内部管理面 と情報 開示面の両面から可能である。

内部管理面での活用は、 環境保全 を促進 し利益獲得 を効果的 に行う ために、 経営者 の意思決定

に有効な環境情報を提供することである。

一 方、 情 報 開 示 面 で の 活 用 は、 株 主、 債 権 者、 消 費 者 及 び 地 域 住 民 な ど の 外 部 ス テ イ ク ホ ー

ルダーに、 環境保全活動の成果を開示することにより、 自らの環境保全努力に対する理解 を深

め、 企 業 の 存 続 ・ 成 長 を 図 る こ と で あ る。

環境会計は、 現在 では従来の財務報 告書と同時に環境報告書の中で、 展開されることが多く

な っ て き た。

１９９０年代 に入 り、 環境悪化 の進行 に伴 い、 企業 は自らの環 境に対する姿勢を
「環境報告書」

（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａ１ Ｒｅｐｏｒｔ） と い う 形 で 開 示 す る よ う に な っ た。 環 境 報 告 書 は、 一 般 的 に、
「企

業 の 環 境 保 全 活 動 に 関 す る 専 門 的 な 情 報 伝 達 メ デ ィ ア」 と し て 定 義 で き る で あ ろ う
２〕
。 し た が っ

て、 環 境 報 告 書 に は、
企 業 の 環 境 方 針 ・ 環 境 目 標、 環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム、 環 境 法 規 の 遵

守状況な どとともに環境会計の項目が加えられ、 様々なタイ プの環境会計の事例が開示される

よ う に な っ て き た。

環境会計に関しては現在のところ統一的な定義や基準は存在しないが、 環境会計の類型化を

検討するにあたっては、環 境会 計に対 して便宜上、 一定の限定 を加 えておく必 要がある だろう。

國 部 克 彦 教 授 は、環 境 会 計 の 内 容 は、
「記 述 情 報 シ ス テ ム」、

「非 貨 幣 計 算 シ ス テ ム」、
「貨 幣 計

算 シ ス テ ム」 の ３ 層 構 造 と し て 捉 え る こ と が で き る と し て い る
３〕
。 こ こ で、 記 述 情 報 シ ス テ ム と

は、 計量化 できない企業の環境保全活動 に関 する情報提供 シス テム で、 法規制に対する遵 守状

況の説明な どが具体的な例 である。 一方非貨幣計算システムと は、 企業 活動 を物量情報と して
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計算しようという領 域で、 ドイ ツ語圏を中心に展開
されているエコバランスや最近各国で注目

さ れ る よ う に な っ て き た ラ イ フ サ イ ク ル ・ ア セ ス メ ン ト な ど が 含 ま れ る。

本稿では、 環 境会計を主に貨幣計算システムと非貨幣計算システム に限定することにする。

したがって、 貨幣情報と物量情報
が中心となるが、 記述情報の有用性までも否定しようという

も の で は な い。

またわが国では、 一般 に
「環 境会計」 という場合、 貨幣形式の環 境情報

と考える傾向がある。

これは、 わが国の会計公準の中に貨幣評価の公準があり、 貨幣で評価 できるものし
か認めない

という考え方があるからである。 しかし、 本稿では、 物量形式 による環境情報も環境会計に含

め て 考 え る こ と に し た い。

環境会計は従来の営業報告書や有価証券報告書な どの財務報告 書においても展開されている

が、 本稿では環 境報 告書における物
量形式及び貨幣形式の環境会計 について、 その類型化を試

み よ う と す る も の で あ る。

Ｉ 環境パ フォー マンス 型環境会計

環境パフォー マンス 型環境会言十とは、 企業が環境に与えるパフォーマ ンス （環境負荷） を測

定・開示しよう とする環 境会計で、 現在のところ環境パフォーマ ンスを貨幣換算する方式が確

立 さ れ て い な い の で、 多 く の
企 業 が 物 量 値 で の 把 握 を 行 っ て い る。

環 境 パ フ ォ ー マ ン ス 型 環 境 会 計 の 事 例 と し て、 こ こ で は サ ン ト リ ー、 ス イ ス ・ キ ャ ノ ン 及 び

ゲ ベ リ ー ト に つ い て 比 較 検 討 し て み る こ と に す る４〕。

サ ン ト リ ー の 物 質 フ ロ ー 表 は、 ラ イ フ サ イ ク ル に
お け る 各 環 境 パ フ ォ ー マ ン ス が 開 示 さ れ て

い る が、 ｋｃａ１、
㎡
、 ｔ
な ど の 異 な っ た 環 境 パ フ ォ ー マ ン ス が 統 合 さ れ て い な い。 し た が っ て、 各

環 境 パ フ ォ ー マ ン ス は 加 法 性 と か 比 較 可 能 性 を も た な い。 し か し、 ス イ ス ・ キ ャ ノ ン や ゲ ベ リ ー

ト の エ コ バ ラ ン ス の 場 合 は、 エ コ （環 境 評 価） フ ァ ク タ ー に よ っ て 異 な っ た 環 境
パ フ ォ ー マ ン

ス が統 合さ れる ので、 総合 的な判 断が下せ、 時系列比較や企業間比較が可能となる。

次 に、 ス イ ス ・ キ ャ ノ ン
と ゲ ベ リ ー ト の 違 い は、 前 者 が 環 境

パ フ ォ ー マ ン ス を す べ て ト ン （ｔ）

で 把 握 し た 後、 エ コ フ ァ ク タ ー を 用 い て ＵＢＰ （： Ｕｍ ｗｅ１ｔｂｅ１ａｓｔｕｎｇｓｐｕｎｋｔ・環 境 負 荷 単 位） の

算 出 を 行 っ て い る の に 対 し、 後 者 はｋｃａ１、 ㎡、 ｔな ど の 物 量 数 値 に 直 接 エ コ フ ァ ク タ ー を 乗 ず る

こ と に よ っ てＵＢＰ を 算 出 し て い る 点 で あ る。

し か し こ こ で、 ス イ ス ・ キ ャ ノ ン と ゲ ベ リ ー ト に 共 通 す る エ コ フ ァ ク タ ー に つ い て、 こ れ を

どのように客観的 に算定 する かと いう 問題 が出てく る。 これは結局、 内部管理もしくは情報 開

示 という、 情報の利用目的とも密接 に関わ る問題である。 地域や国あるいは時代によっ ても 異

な る エ コ フ ァ ク タ ー の 算 定 は、 様 々 な 間 題 を 含 ん で い る。

エ コ バ ラ ン ス を 使 っ た 環 境 パ フ ォ ー マ ン ス 型 環 境 会 計 は、ど の プ ロ セ ス で ど の 位 の 環 境
パ フ ォ ー
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マ ンス が発 生し、 企 業全 体でどの位になるかの総計を示すことはできるが、 環境
パフォーマ ン

ス の処理や 対策 にどの位 のコス トがかかっ たかの情報を示すものではない。

皿 環境コスト開示型環境会計

環境コスト開示型環境会計とは、企業が環境保 全や環境対策のために支払っ たコス トを測定・

開示しようとする環境会計であり、 現在わが国の企業で、 広く取 り入 れられている。

環境コスト開示型環境会計を実施するにあたって、 最近最も注 目さ れる のは、 環 境庁 が１９９９

年３月 に発表 した『環境保全コストの把握及び公表に関するカイ トライ ン 環境会計の確立 に向

けて （中間とりまとめ） 』 （以下 『環境会計カイ トライ１／』） であろう

『環境会計ガイ ドライ ン』 では、 最初 に環境保全活動と環境保全コス トを定義 し、 その集計

に際しての基本 的な考え方 を示 し、 次に環境保全コストを詳細に分類した後で、 それに対応す

る フ ォ ー マ ッ ト （ｆｏ ｍ ａｔ） を 提 案 し て い る．

『ガ イ ド ラ イ ン』 で は、 環 境 保 全 コ ス ト は、 （１〕環 境 負 荷 低 減 に 直 接 的 に 要 し た コ ス ト （直 接

環境負荷低減コス ト）、（２）環境負 荷低減に間接的に要したコス ト （環境に係る管理的コス ト）、

（３）生産、 販売 した製品等の使用、 廃棄に伴う環境負荷 低減のためのコスト、（４）環境負荷低減の

ための研究・開発コス ト（環境Ｒ＆Ｄコスト）、１５）環境負荷 低減のための杜会的取組に関するコ

スト （環境関連杜会的取組コス ト） 及び（６）その他の環 境保全 に関連 したコス トに分類されてい

る、 この分類の主眼点は、 環境保全活動を出来る だけ詳細 に分類 するこ とによっ て、 客観性 を

も っ た 基 準 を 指 向 し て い る 点 で あ る５〕。

こ こ で は、 環 境 コ ス ト 開 示 型 環 境 会 計 の 事 例 と し て、 ダ イ キ ン エ 業、 東 京 電 力 及 び 大 阪 ガ ス

に つ い て 比 較 検 討 し て み る こ と に す る６〕。

ダイ キンエ業 では、 環境 関連 の設備投 資額だけを記載し、 環境コス トに関 して明確な分類を

行 っ て い な い。 一 方、 東 京 電 力 と 大 阪 ガ ス は 環 境 コ ス ト を か な り 詳 し く 分 類 し、 そ の 投 資 額 や

費用額を開示 している。 すなわち、 東京電力 では環境コストを環境対策投資、 環境関連対策投

資及び環境対策設備維持管理費に分類し、 その内 容をかなり詳しく開示している。 また、 大阪

ガスでは環境コストを 『環境会計ガイ ドライ ン』 に沿っ て分類し、 投資額と費用 総額を分離し

て 開 示 し て い る。 さ ら に、 大 阪 ガ ス で は 目 的 別 投 資 と 目 的 別 費 用 と い う 分 類 を 行 い、 こ れ を 円

グ ラ フ で 開 示 し て い る。

本 来、 環 境 コ ス ト は、 環 境
パ フ ォ ー マ ン ス と 対 比 さ れ て 始 め て、 そ の 有 効 性 が 判 断 で き る と

考 え ら れ る。 し か し、 ３ 杜 と も 環 境
パ フ ォ ー マ ン ス は、 環 境 報 告 書 の 中 で、 環 境 コ ス ト と は 別

の 場 所 で 開 示 さ れ て お り、 そ の 比 較 を 行 う こ と は か な り 難 し い と 思 わ れ る。 今 後、 環 境 報 告 書

の中 で、 環境コス トと環境
パフォーマ ンス の関連 を該当するぺ一ジな どを表示することによっ

て 明 ら か に す る 必 要 が あ る だ ろ う。
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３杜の環境報告書を見て感じられるの は、
『環境会計ガイ ドライ ン』の公表によって、環境会

計の実務がかなり進展してきたことである。 しかし、 現時点 では、 確立 した環境会計 が存在 し

て い る わ け で は な い。 環 境 会 計 を 考 え る 場 合、 最 も 中 心 的 課 題 に な る の は
「環 境 コ ス ト」 で あ

ろうが、 その対象範囲や算定方法に関しては財務会計 にお ける企業会計原則のような明確 な基

準がま だ確立されていない。 新たな基準の設定が待たれるところであるが、 基準 を設定すると

しても 内部 管理 目的と情報開示目的とではかなり異なったものとなるであろう。

な お、 環 境 コ ス ト を 考 え る 場 合、 重 要 な 点 は、
「環 境 コ ス ト が 多 け れ ば、 そ れ だ け 環 境 に 配 慮

し て い る」 と は、 一 概 に 言 え な い 点 で あ る。 そ れ は 公 害 防 除 費 用 が 増 加 し た の は、 公 害 の 発 生

が 増 加 し た た め か も し れ な い。 し た が っ て、 環 境 コ ス ト
を 検 討 す る 際 に は、 そ の 経 済 効 果 や 環

境保全効果 を考 える こと が重 要となる。

１Ｖ 経済効果対比型環境会計

経済効果対比型環境会計と は、 企業 が環 境保全や環境対策のために支払ったコス トとそのコ

ス トによる経済効果 を測定・開示 しよう とする環境会計であり、 わが国の環境報告書でよく 見

か け る タ イ プ の 環 境 会 計 で あ る。 そ し て、 わ が 国 で 一 般 的 に 環 境 会 計 と 呼 ぶ 場 合、 こ の タ イ プ

の環境会計を指 していると考 えら れる。

経済効果対比型環境会計の導入 目的 は、 内部 管理 と情報 開示の 両面より 考えられる。 すなわ

ち、 内 部 管 理 の 面 か ら は、 環 境 コ ス ト と 経 済 効 果 の 関 係 を 明 確 に し、 マ ネ ジ メ ン ト が 環 境 効 率

の向上を図るためである。 一方、 情報開示の面 からは、 企業の環 境保全 に対 する取り組 み状況

を金額で開示することにより、 外部ステイ クホール ダー に対 して環境経営の状況 を明ら かにす

る こ と で あ る。

なお、 ここで、 経済効果対応型ではなく経済効果対比型と したのは、 環境コス トと経済効果

が必 ずしも 対応 しているわけではなく、双方 が一定の期 間に同時的に発 生しているからである。

経済効果対比 型環 境会計の事例 として、 凸版印刷、 松下電器 グルー プ及び山形日本電気につ

い て 比 較 検 討 し て み る こ と に す る７〕。

３杜 はい ずれも、 前述 の環 境コス ト開示型環境会計とは異なり、 経済効果についての開示を

行 っ て い る。 し た が っ て、 こ こ で は 経 済 効 果 に 絞 っ て 検 討 し て み る。 し か し、 経 済 効 果 と 言 っ

て も、 そ の 開 示 内 容 や 開 示 方 法 に つ い て は、 か な り の 相 違 が 見 ら れ る。

まず、 凸版印刷の場合 は、 経済効果 に関しては、 省エネ ルギー項目と環 境ビジネ ス項目につ

い て の み の 開 示 で、 そ の 内 容 は 示 さ れ ず、 総 額 だ け が 開 示 さ れ て い る。

次に松下電器 グルー プの場合、 最初 に注 目される のは、 連 結
べ 一ス での環境 会計が実施 され

て い る 点 で あ る。 経 済 効 果 に 関 し て の 開 示 は、
「産 業 廃 棄 物 処 理 ・ 削 減」 と

「事 業 所 の 省 エ ネ ル

ギ ｒ の２項 目しか行 われていない。 し かし、 凸版印刷の場合内容が開示されていなかったが、
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松下電器 グル］ プの場合内容が開示さ れているの で、 この点では一歩進 んだものと思 われる。

同グル」 プで は、 今後経済効果項目 を増や して、 最終
的には費用 対効果の関係をエコ ・エフィ

シ ェ ン シ ー （Ｅｃｏ－ｅｆｆｉｃｉｅｎｃｙ）
「環 境 改 善 効 率」 と い う 形 で 捉 え て い こ う と い う 方 針 が 公 表 さ れ

て い る が、 こ れ か ら の 進 展 が 期 待 さ れ る。

」方、 山形目本電気の場合は、 環境損益計算書 を開 示しているの で、 経済効果 は収 益項 目に

おいて示されている。 収益項目は、 営業環境収益 と営業外環 境収益 とに区分 され、 かなり詳細

な開示が行われている。 しかし、 環境損益計算書 で、 財務会計 の損益 計算書のよう に費用 と効

果を対応して示すことが出来るか どうかは、 間題 であろう。

以上３杜とも経済効果についての開示が行われているが、 その開示内容や開示方法 に関 して

は、 まだかなりの相違がみられる。 山形日本電気の環境損益計算書 にお ける収益項目
などは、

現時点ではかなり先進的な事例として評価できるが、 経済効果 に関 して は今のところ確立 した

算出基準がないので、 ３杜でこのような相違がみられるの は当然のことと考 えら れる。

今後、 経済効果に関しての基準やガイ ドライ ンの発行が待た れるところで ある。

Ｖ 環境保 全効 果対比型環境会計

環境保全効果対比型環境会計とは、 企業が環境保全や環境対策の ため に支払ったコス トとそ

のコストによる環境保全効果を測定・開示しようとする環境会計で、 わ が国の幾つかの先進的

な企業で実践されている。

環境保全活動の効果についての基本的な考え方は、 物量的環境負荷 をどの程度削減すること

が で き た か と い う こ と で あ り、 換 言 す る と 環 境
パ フ ォ ー マ ン ス の 改 善 で あ る。 し た が っ て、 環

境保全効果対比型環境会計は、 極めて意義のあるタイ プの環境会計 だと思われる。

ここでは、 環境保全効果対比型環境会計の事例として、 宝酒造、 大林組及びリコーについて

比 較 検 討 し て み る こ と に す る８〕。

３杜はいずれも、 環境コス トと環境保全効果を対比して開示している。

宝 酒 造 で は、
「緑 字 決 算 書」 を 用 い て、 環 境 コ ス ト と 環 境 保 全 効 果 と の 関 係 を 明 ら か に し て い

る。 こ の
「緑 字 決 算 書」 に よ っ て、 各 環 境 負 荷 削 減 に 投 じ ら れ た コ ス ト と そ の 削 減 状 況 す な わ

ち 環 境 保 全 効 果 が 明 ら か に な る。 ま た、 こ の
「緑 字 決 算 書」 に よ っ て、 環 境 保 全 活 動 の 効 率 す

な わ ち エ コ ・ エ フ ィ シ ェ ン シ ー を 判 断 す る こ と も で き る。

し か し、 こ の
「緑 字 決 算 書」 は、 複 数 の 指 標 の 統 合 化 に よ る 正 確 度 の 低 下、 統 合 化 の 過 程 で

私見が入ること による客観性 の減少 などの 問題 を含んでいる。

こ れ に 対 し て、 大 林 組 で は 効 果 を
「保 全 効 果 ・ 外 部 効 果」 と

「経 済 効 果 ・ 内 部 効 果」 に 分 類

している。 したがって、 この点で言 えば、 同杜の環 境会計は経済効果対比型環境会計に含めて

考 え る こ と も 可 能 で あ る。 環 境 パ フ ォ ー マ ン ス の 観 点 か ら は、
「保 全 効 果 ・ 外 部 効 果」 が 重 視 さ
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れ る が、 同 杜 で は 今 回 こ れ に つ い て 数 量 の み を 示 し て い る だ け で、 金 額 換 算 は 行 っ て い な い。

一 方、 企 業 の 効 率 的 活 動 の 観 点 か ら は、
「経 済 効 果 ・ 内 部 効 果」 が 重 視 さ れ る が、 環 境 ビ ジ ネ ス

部 門 に つ い て だ け 金 額 換 算 が 行 わ れ て い る。 こ の よ う な こ と で、 大 林 組 の 場 合、 保 全 効 果 ・ 経

済効果 とも 十分 な開示と はいえないが、 環 境会計をコスト的観点より、 環境保全活動における

環境パフォーマ ンスと経済効果の 両面 を評価 するものと位置付け、 その精緻化 に努 めて いくと

し て い る の で、 今 後 の 展 開 が 期 待 さ れ る。

リコーでは、 環境保全活動による効果 を環境負荷低減 効果 と経 済効果の 両面 から把握 しよう

としているので、 同杜の場合も経済効果対比型環境会計の事例 に含めて考えることもできるで

あろう。 またリコーでは、 コーポ レー ト環境会計と同時 にセ グメ ント環境会計が実施されてい

るのが注目される。 リ コーでは環境負荷削減効果は物量べ一スで、 経済効果は貨幣べ一スで開

示 し て い る。 そ し て、 環 境 保 全 効 果 を 明 確 に す る こ と で、 環 境 負 荷 を 効 率 的 に 低 減 し、 企 業 と

し て の 成 長 性 も 確 保 す る よ う に エ コ ・ エ フ ィ シ ェ ン シ ー と エ コ ・ レ シ オ （Ｅｃｏ－ｒａｔｉｏ 「環 境 負 荷

利益率」） を算定 して いる点が 注目される。 このよう に、 リコーでは環境保全効果と経済効果さ

ら に は エ コ ・ エ フ ィ シ ェ ン シ ー と エ コ ・ レ シ オ ま で 算 出 し て い る こ と を 考 え る と、 わ が 国 の 環

境会計の事例としては、 非常に先進的なものと考 えられる であろう。

㎜ 課題と 展望

以上環境報 告書 で開示さ れた環 境会計の類型化について検討してきたが、 ここで環境会計の

類型化 を考える際の課題について考 察し、 若干の展望を示すことにする。

１１） 総合的効果対比型環境会計

本稿では、 環境会計を環境パフォーマ ンス型、 環境コス ト開示型、 経済効果対比型及ぴ環境

保全効果対比型に類型化して考えてきたが、 本来環境コス トは環境保全効果と対比されて始め

て、 環境マネ
ジメ ント推進 や設備投資の意思決定な どに必 要な データを提供するな ど、 その効

果 が判明 する。 したがっ て、 環 境保全効果対比型環境会計は極めて有意義な環境会計であると

考 え ら れ る。

しかし、 現実 には環境コス トの支 出によっ て廃棄物削減やリサイ クルが可能となり、 収益が

発 生 し て い る こ と を 考 え る と、 経 済 効 果 の 測 定 も ま た 非 常 に 重 要 で あ る。 し た が っ て、 環 境 コ

ストと環境保全効果及び経済効果を同時 に対比さ せる 方式が望ま しいと考えられる。

そ し て、 既 に 幾 つ か の 企 業 が こ の よ う な 先 進 的 な 取 り 組 み を 行 っ て い る が、 今 回 （２０００年３月）

発表された環境庁の『環境会 計ガイ ドライ ン』 によ れば、 環境保全効果と経済効果を」括して、

総合的効果対比型環 境会計として認識している９〕。この考え方は、環境保全効果を数量面と金額

面の両面から捉 えて行こうとするもので、 今後実務の中で どのように取り入れられるのか注目

さ れ る。
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（２） 効果の測定

環 境 コ ス ト に 関 し て は、 前 回 （１９９９年 ３ 月） の
『環 境 会 計 ガ イ ド ラ イ ン』 で か な り の 検 討 が

行 わ れ て い た が、 効 果 に つ い て は 十 分 な 考 察 が 行 わ れ て い な か っ た。 し た が っ て、 効 果 に つ い

ては積極的に開示する企業も少な かっ たが、 環 境保全コストの効率という点を考えると、 効果

を適切に捉えていくことが重要となる。

今回の 『ガイ ドライ ン』 では、 環境保全効果 を事 業エリ ア内で生じる環 境保全効果 （事業エ

リア効果）、上・下流で生 じる環 境保 全効果（上・下流効果）及びその他の効果の三つに分類 し、

その測 定の仕方について言及しているのが注目される。

一方、環境保全対策 に伴 う経済効果については、具 体的にリサイ クルにより得られる収入額、

省 エネ による費用 削減及 びリ サイ クルに伴う廃棄物処理費用の削減な どをあげている。そして、

経 済効果 を確 実な根 拠に基づいて算出される経済効果と仮定的な計算に基づく経済効果 に分類

し、 前者 は実質 的に発生 する 効果 であり、 環境会計に盛り込むことが望ましいとしている。 一

方、 後 者 に つ い て は 推 定 計 算 を 含 む た め、 敢 え て 開 示 は 求 め な い と し て い る
１０〕
。

今回の 『ガイ ドライ ン』 に よって、 環境 保全効果 と環 境保全対策に伴う経済効果についての

基本的な考え方が示されたが、 そ れには幾 つかの問題点 がある。 たとえば、 環境上の効果は本

来長期的なものであり、 短期的な
「費用対効果」 の比較 は原理 的に難しい。 むしろ

「費用 対効

果」 が 本 当 に 成 立 す る の は 稀 で あ り、 期 間 毎 の 比 較 は か な り 困 難 で あ る と 考 え ら れ る。 今 後、

この点に関しての理論の精緻化が期待される。 この よう な問題 を含 む中で、 将 来この
『ガイ ド

ラ イ ン』 が 実 務 に ど の よ う に 浸 透 し て い く か 注 目 さ れ る。

（３） 比 較可能性

環境 会計情報 によっ て意思 決定を行う外部ステイ クホール ダーとりわけ、 エコファ ン ド （ス

イ ス ）
、 ｓｏｃ

ｉａ１ ｒｅｓｐｏｎｓｉｂｉ１ｉｔｙ ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ （ア メ リ カ ）、 両 方 の 折 衷 （ 日 本） な ど の グ リ ー ン ・ イ

ン ベ ス タ ー （ｇｒｅｅｎ ｉｎＶｅＳｔＯｒ） や グ リ ー ン ・ コ ン シ ュ ー マ ー （ｇｒｅｅｎ ＣｏｎＳｕ ｍｅｒ） に と っ て 重 要

な こ と は、 各 企 業 の 環 境 保 全 活 動 を 比 較 で き る こ と で あ ろ う。 し た が っ て、 各 種 の 環 境 会 計 は、

比較可能性 をもつことが重 要である。 しかし、 現在 の環境会計の発展段階では、 環境会計につ

いての統一的基準は存在 しな いの で、 各企 業の環 境会計を比較することは難しい。 また、 環境

会計は、 生産業や販売業さらに同 じ生産業 でも白動 車業 と醸 造業では異なったものになると考

え ら れ る。 し た が っ て、 業 種 ・ 業 態 に ふ さ わ し い 環 境 会 計 が 存 在 す る と し た ら、 同
一 の 業 種 ・

業態については、 同じ類型 （タイ
プ） の環境会計 を導入 する こと が考 えられる。

以上環 境会計の類型化について考えてきたが、 将来類型化 によって形式 的な比較 可能 性が得

られたとしても、 それを支えるコストや効果の認識や測定が統一され なければ、 真 の意 味での

比較 可能性 は得られない。 現在環境会計についての基準としては、 国内的 には環境庁の
『ガイ

ド ラ イ ン』、 国 際 的 に は
『ＧＲＩ』 な ど が 考 え ら れ る が、 今 後 よ り 精 緻 化 さ れ た 統 一 的 基 準 の 設 定

が 待 た れ る と こ ろ で あ る１１〕。 そ の 際 に 設 定 の 主 体 は 誰 が 望 ま し い か な ど の 間 題 も 議 論 さ れ る べ
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き だ
。
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